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　私は、2011 年 11 月に熊本で争われていた多重偽装請負事件である NEC セミコンダクター
ズ事件（注：「NEC セミコンダクターズ」は、のちに「ルネサスセミコンダクタ九州・山口」
と社名を変更している。）の熊本地裁に多重偽装請負問題についての意見書を提出したこと












PDP」という。）をめぐる高裁判決（大阪高判平成 20 年 4 月 25 日労判 960 号 5 頁）とそれ
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題は、「偽装請負」の法的問題とは明らかに位相を異にしている問題である＊1。
　本稿のテーマは、そこにパナソニック PDP 事件最高裁判決のもつ呪縛＊2 があることを示
すことにある。







＊ 1　 本件と同じく、多重偽装請負が争われた事件に NTT 事件がある。NTT 事件も地裁（京都地判平
成 22 年 3 月 23 日労働経済判例速報 2072 号 3 頁）、高裁（大阪高判平成 23 年 2 月 17 日労働法律旬
報 1759 号 108 頁）で労働者側敗訴となった事件である。地裁判決は「仮に、本件各請負契約が無
効であるとしても、そのことから直ちに原告と被告 NTT との間に労働契約が締結されていたとい
うことにはならない。職安法 44 条及び労基法 6 条は、いずれも、労働契約が誰との間で締結され
たかについての効果を導く規定ではなく、原告の就労形態について、これらの条項違反があるから
といって、そのことが原告と被告 NTT との間の労働契約関係を基礎付けるものとはいえない。」
と判示し、多重偽装請負が職安法 44 条及び労基法 6 条に違反するか否かについての判断さえして
いない。それに対して、本件高裁判決は、「四者間の関係は労働者派遣法 2 条 1 号にいう労働者派
遣に該当せず、職安法 4 条 6 号にいう労働者供給を業として行うものとして、職安法 44 条に違反
することになり、当該労働者が就業するのに介入して利益を得たものは労基法 6 条に違反すること
になるものと解される。」と職安法 44 条違反と労基法 6 条違反となると判示し、多重偽装請負の
事例はパナソニック PDP 事件最高裁が示した偽装請負事件の事案とは異なることを認めた。しか
しながら、「職安法 44 条及び労基法 6 条の趣旨並びにその取締法規としての性質、さらには労働者








高裁判決と何ら変わりがない。この点について、塩見卓也「職安法 44 条・労基法 6 条違反の私法
的効力について」（労働法律旬報 1759 号 74 頁）の、「職安法 44 条違反の状態があり、かつ労働者
供給元事業主が経済的利益を得ている場合は同時に労基法 6 条違反となることについては、学説上






第 1 章　NEC セミコンダクターズ事件熊本地裁判決＊4 を検証する
第 1 項　事件の概要












作業（以下、併せて「本件業務」という。）を被告 NEC ロジスティクス（以下、「Y ２」と
いう。）に業務委託していた。






れていないのであれば、上記 3 者間の関係は、労働者派遣法 2 条 1 号にいう労働者派遣に該当する
と解すべきである。そして、このような労働者派遣も、それが労働者派遣である以上は、職業安定
法 4 条 6 項（現行法では 7 項－遠藤注）にいう労働者供給に該当する余地はないものというべきで
ある。」という理屈で、違法派遣は違法であっても派遣であるとした。この最高裁判決の下級審判
決に与えた影響を私が敢えて「呪縛」と名付けるのは、「それが労働者派遣である以上は、職業安
定法 4 条 6 項にいう労働者供給に該当する余地はないものというべきである」という理屈に根拠が
示されていないにも拘わらず、最高裁が示したこの判断がそれ以降の下級審に何ら深められること
なく踏襲されているからである。本判決以降の下級審については、河村学「松下 PDP 最高裁判決




＊ 3　 有田謙二「労働者派遣と偽装請負」労働法律旬報 1975・1976 合併号 102 頁以下
＊ 4　 熊本地裁平成 24 年 11 月 9 日判決・LEX・DB インターネット文献番号 2502219
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　（2）Y ２は、平成 21 年 5 月 20 日まで被告日本通運（以下、「Y ３」という。）に対して Y
１から受託した業務のうち本件業務を再委託していた。
　（3）X ３は、平成 21 年 5 月 20 日まで Y ２から受託した本件業務を人吉急便（以下、外「A」
という。）運送に請負契約に基づき業務委託を行った。
　（4）A は、Y ３との本件委託契約に基づき、自社の従業員の一部を錦工場に就労させるた
め、原告等を随時募集し労働契約を締結し雇用した。なお、A が Y ３との請負契約にもとづ
いて採用し、Y １錦工場内で就労していた従業員は原告等以外に 6 名であった。
2. 原告等の雇用と就労
　（1）原告X１は、平成14年9月7日に他2名と、原告X２は、平成7年4月頃、原告X３は、
平成 16 年 9 月 15 日に、A の上記募集に応じて A との間で就労場所を Y １錦工場内とする
労働契約を締結し、錦工場内において本件業務に従事した。
　（2）原告等の本件業務は「熊本錦工場内構内運搬作業」記載の「オペレーションターミナ
ル」部分（以下「O/T」という。）で主に行われ、O/T は、Y １から Y ２に賃貸されていた。
また Y １では、社内ネットワークシステム（以下「W/S」という。）を利用してメール等を
用いたやり取りが可能となっており、Y ２の従業員や原告等に対しても Y １から ID が発行
されていた。
3. 原告等の解雇
　A は、X １に対して平成 20 年 12 月 2 日に同月 31 日付で、X ２と X ３に対し、平成 21 年





　（1）X １らは、平成 21 年 3 月 30 日、厚生労働大臣及び熊本労働局長に対して、Y １に対し、
労働者派遣法に基づき X １らを直接雇用するよう指導・助言及び勧告することを申告した。
　（2）熊本労働局は、平成 21 年 8 月 17 日に Y １と Y ２の間の業務委託した本件業務の実態、
および Y ２が Y １から受託した本件業務を Y ３に再委託した実態は、それぞれと契約関係
にない A の労働者に対し Y １の指揮命令下で業務に従事させている労働者供給に当たるとし




前提に告示 37 号＊5 に示された労働者派遣と請負の区分基準を満たす適正な者に改善するか、
又は中止することを是正指導した。
　（3）また Y ３が Y ２から受託した本件業務を A に再委託している実態は、A の現場責任
者の適正な配置がなされておらず、Y １が A の労働者に対し作業指示が行われていることか
ら、Y ３と A との契約は労働者派遣に該当するものであり、A が労働者派遣の許可または届
出を行っていないことから、労働者派遣の役務の提供を行ったことは労働者派遣法 24 条の 2




（1） 主請求として Y １に対する労働契約上の権利を有する地位にあることの確認および従た
る請求として Y ２に対する労働契約上の権利を有する地位にあることの確認
（2）Y １および Y ２に対する未払賃金請求（及び将来の賃金）




　X １、X ２および X ３の請求はいずれも棄却され、原告らの全面敗訴となった。すなわち、
熊本労働局の是正指導の根拠となった Y １と Y ２の間の業務委託契約、Y ２と Y ３の間の
業務委託契約を労働者供給であること、Y ３と A の間の請負契約は偽装請負による労働者派
遣であるとした認定事実を熊本地裁はいずれも否定し、労働局と裁判所の判断がまったく異
なる結果となった。
＊ 5　 労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準（昭和 61 年 4 月 17 日労働省告示
第 37 号）
＊ 6　 なお、本稿では原告の 4 つの請求のうち（1）と（2）に限定して、検討する。
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第 2 節　5 つの争点についての原告主張と裁判所の判決理由
Ⅰ　争点 1：XらとY１のあいだに労働契約が存在するか
1. 原告らの争点 1 についての主張
　（1）X １ら A に属する本件業務従事者は、A から Y ３を通じて錦工場内の O/T に送り込
まれ、Y １及び Y ２の従業員から直接の指揮命令を受けて業務に従事していたのであって、
A は形式上の使用者として賃金支払の代行機関としての役割しか果たしておらず、また重層
的な偽装構造に加担した悪質性は高く A の職安法 44 条違反の程度は著しく、その違法性は
大きい。したがって、A と X らとの間の労働契約は、公序良俗に違反しており無効である。
　（2）① Y １は、X らに対し、自らが作成した指示文書である仕様書により指示していたが、
仕様書は本件業務についての重要な指示文書であり、本件業務に関する第 1 次的な指揮命令
系統は、Y １にあった。さらに、Y １は、X らに対し、メール等により個別具体的な指示も
していた。
　② X らが Y １の要望を受け残業をした際、A に残業の申告をすることも A から残業命令
が出ることもなかったが、所定時間外賃金が支給されていた。






であり、この解雇は、Y １からの指示及び Y １との協議に基づきなされたものである。
　④以上の事情を考慮すれば、Y １は、X らに対し指揮命令し、X らの賃金を事実上決定し
ており、A は X らの就業態様を一定の限度で決定し得る地位にもなく、その実態もなかった。
2.「 原告らに対する指揮命令について」と「A と原告らとの間の労働契約について」の地裁
の判断について
　この重層偽装請負事件には（訴外 A も含めて）4 つの事業主が当事者として現れ、Y １工
場内で業務を請け負う Y ２が、自らの従業員と再委託している A の従業員と併せて委託され
た業務を行っているため、地裁は 5 つの争点の判断に先立って「原告らに対する指揮命令に





　①地裁は、Y ２の X らへの指揮命令があったことを以下の理由で認定している。
　そのため、次の「X らへの指揮命令」では、争点 1 の X らに対する Y １との間の指揮命令




して、仕様書が備え付けられている O/T が、Y ２が Y １から賃借し管理している場所であ
ることからすると、Y ２が、X らに対し、仕様書を用いて作業方法を指示していると考える
のが合理的である。また、本件業務従事者は、Y ２の従業員と A の従業員であり、Y ２の従
業員である S 主任が、本件業務に係る管理責任者としての地位にあった。
　さらに、Y ２と A の従業員が、原告らが就労を開始した後の平成 17 年 11 月頃まで班構成
において混在しており、Y ２と A の作業スペースが、平成 20 年秋まで区別されていなかっ
たことからすると、Y ２は、Y ２の従業員に対してだけでなく、A の従業員に対しても事実
上指揮命令していたと考えるのが自然である。」「以上の事情を考慮すれば、Y ２は X らに対
し指揮命令していたものと解するのが相当である。」
　②しかしながら、Y １の X １らへの指揮命令については否定しているが、その論拠には大
きな問題がある。





事前にこういう荷物が届く等の連絡があったり、Y １と本件業務従事者との間で、1 日に約 1
回、問題発生時に連絡がされたりしていた。」と認定しながら、X １らへの指揮命令とはい
えないという根拠を次のように判示しているのである。
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　（2）「X らと A の間の労働契約の存在」についての地裁判断
　X らと A の間の労働契約関係は、地裁にとって争点 1 および争点 2 において Y １と Y ２、
Y ２と Y ３の契約関係を論じるために必要な論点であると同時に、「はじめに」で触れたパ
ナソニック PDP 事件最高裁判決に沿った結論を導くために労働者派遣の定義の恣意的な解釈
がなされているという点でも、この判決を理解する上で重要な論点である。
　判決は、上記の認定どおり Y ２が X らに対して指揮命令をしていたことを前提にして、
「労働者派遣について、労働者派遣法 2 条 1 号は『自己の雇用する労働者を、当該雇用関係の
下に、かつ、他人の指揮命令を受けて、当該他人のために労働に従事させることをいい、当
該他人に対し当該労働者を当該他人に雇用させることを約してするものを含まないものとす
る。』と規定する。」と労働者派遣法 2 条 1 号の定義規定を引用した上で、Y ３と A との契
約関係について次のような独自の解釈を行っている。
　「そこで、本件について検討するに、A の行為は、自己の雇用する労働者である原告らを、
当該雇用関係の下に、かつ、『他人』である Y ３の指揮命令を受けて、Y ３のために労働に




　そして、このような労働者派遣も、それが労働者派遣である以上は、職安法 4 条 6 項にい
う労働者供給に該当する余地はないものというべきである。」
　上記、労働者派遣法 2 条 1 号（以下、「派遣法」という。）の定義に沿って立論しているよ
うに一見して見えるが、この下線で示された裁判所の解釈の真意は容易には理解し難い。す
なわち、地裁は、A は自己の雇用する労働者である X らが、Y ２の指揮命令を受けていて派
遣契約の相手方である「他人」Y ３の指揮命令を受けていないことを認定しているからであ
る。そのことは、地裁がすでに Y １錦工場には Y ３の従業員は誰もいないことを認定してい
ることからも明らかである。したがって、本件 A の労働者を指揮命令しているのが Y ３では
ない以上、派遣法 2 条 1 号の定義への裁判所の事実関係の当てはめには無理があり、「このよ









は、上記の派遣法 2 条 1 号が正しく当てはめられている限りである。本件では A の労働者が
Y ３ではなく、Y １ないし Y ２の指揮命令を受けているにも拘わらず、地裁はそうした事実








れるところ、本件全証拠に照らしても、A が Y ３に対し責任者を置かないよう積極的に働
きかけていたとまでは認めることができない。」、（c）「本件全証拠に照らしても、A が、本
件業務において Y ３が、原告らに対し指揮命令していないと認識していたとまでは認めるこ
とができない。」という 3 点を挙げる。しかし、人吉地区での A の待遇の良さは、本件違法
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派遣が派遣であることの何の根拠にもなるものではない。また、地裁判決の述べるように仮
にでも Y ３が管理監督者（責任者）を置いて、X らがその指揮命令に従っていれば、パナソ
ニック PDP 最高裁判決になぞらえ派遣契約があったと主張することは可能であるが、Y ３が
錦工場に置いていなかったことは裁判所も認定するところであって、A が Y ３に責任者を置
かないように積極的に働きかけたか否かは違法派遣がなお派遣に当たるかどうかの判断とは
およそ無関係である。
　さらに、A が本件業務において Y ３が X らに対し指揮命令していないと認識していたとい
えないという裁判所の認定は、働く場所が Y １の錦工場であることが募集の段階で明らかで
あり、かつ錦工場には Y ３の管理監督者がおらず、「Y ３は、Y ２に対し、（遠藤注：A の社
員である）J を Y ３の管理責任者として届け出ていた。その事実は、地裁認定事実によって
も「J は、A の本件業務従事者と A との間の連絡役であった。具体的には、J は、A に対し、
毎月、A の本件業務従事者の『勤表兼超過勤務管理表』と題する勤務表をファックスしたり、
A が A の本件業務従事者に対し説明会等をする際に従業員を招集したりしていた。また、Y
３の従業員が錦工場にいなかったため、Y ３は、Y ２に対し、J を Y ３の管理責任者として
届け出ていた。もっとも、J は、実際には、他の本件業務従事者と同じく班の構成員であり、
上記の連絡役としての業務以外は本件業務に従事していた。」（判決文 30 頁）と記されてお
り、地裁のいう「本件全証拠に照らしても」、Y ３が錦工場で X らの指揮命令をしていない
と認識していなかったと考えられるはずはない。百歩譲って派遣契約を結ぶ段階では気がつ
かなかったとしても、X らは A での面接の直後に Y ２の所長や主任との面接があり、Y ２
が実質的に採用決定をしたと主張し（同 18 頁）、Y ２は「所長らが X らに会う機会があった
としてもそれは入門許可書の手続に必要があったからに過ぎず、採用とは何ら関係のない話」
（同 19 頁）と反論しているが、採用決定前か採用決定後かについて両者の間に主張の争いが
あっても、A の面接のあと、X らが Y ２の所長に会いにいった事実は双方の間に争いはない。






程の中に無理矢理当てはめようとする理由は、A と Y ３の契約関係が労働者派遣契約として









　（2）しかしながら、地裁がこの判断基準によって Y １が X らに指揮命令をしたということ
ができないことを示した〈前記 2〉とは、本稿上記 2 の（1）①で波線の下線で引用した箇所
をさしており、説得力がないことはすでに指摘したとおりである。
　また Y １が作成していたシフトおよび賃金支払、残業について、Y １は X らを特定して把
握していなかったこと、さらに解雇についても「先日口頭で説明させて頂きましたように誠





ことはできない」と判示し、それらを理由として Y １と X らの労働契約の成立を否定してい
る。




示されているのであり、それによって X らを含めた O/T で業務に従事する個々の労働者に
対する指揮命令は十分に行き届く。また同様に、Y １と X らの間の賃金の決定・支払も、小
さな個々の事実関係に惑わされることなく、Y １が Y ２に支払った請負代金が介在する事業
者の自由な決定の余地のないままに一定率・一定額の控除がされながら X らの賃金として支
払われていたことを構造として捉える必要がある。A が X らに支払っていた賃金は Y １が
Y ２に支払っていた業務請負契約に基づいた請負代金が人員について固定で支払われており、
Y ２および Y ３から A までのそれぞれの控除額も固定で定められており、A が X らに示し
た賃金額は任意に増額できるものにはなっていなかったのであるから、X らの賃金だけでな
く Y ２および A の売上額および利益は原資である Y １の請負代金によって定まっていたの
である。
　さらに、同じことは解雇についても当て嵌まる。Y ３の課長である O が A の社長同席の上
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で行われた上記解雇の必要性に至る説明は O がしたことは容易に推察が可能であるが、そう
した事情は Y １からもたらされていることも間違いない。もちろん、A の従業員の誰を解雇
するのかの協議は、誰が自らの工場で従事しているかを知る立場にない Y １が X らを特定し
て解雇する意思表示をするということは考えられない。しかし、X らの解雇に対して Y １に
は責任がないとするのであれば、法的正義は貫かれないままになる。
　すなわち、本件に見られるように、多重偽装請負とは A の労働者である X らを自らの工場
での業務に従事させながら、発注者である Y １の使用者責任を曖昧にする構造に他ならない
のであって、A と Y １の間に事業者が何社も介在する多重の間接雇用を前提とする法的な使
用者責任、すなわち労働契約の成立要件は直接雇用を前提に考えられるべきではない。こう
した敢えて意図的に作り上げられた多重な間接雇用に対して、法的正義という視点で考える
べき労働者を救済すべき法的な解釈方法は Y １と X らの間に規範的な評価にもとづいた一般
法理である黙示の労働契約の存在を認める以外にないといわなければならない＊8。
Ⅱ　争点 2：XらとY２のあいだに労働契約が存在するか




2. 裁判所の争点 2 についての判断
　（1）すでに見たように熊本地裁は、Y２がXらに対し指揮命令していたことは認定している。
　（2）しかしながら、地裁は、Y ２が X らが A の労働者ではなく Y ３の労働者であると認
識していた可能性があることなどを理由として Y ２と X らの間の労働契約の成立を認定して
いない。











　その理由の第一に挙げたのは、「Y ２の Y ３に対する業務委託契約において、再委託が禁
止されていたことからすると、Y ２としては、Y ３の従業員に対し指揮命令していたと認識
していたに過ぎないと解する余地もある。また、仮に、Y ３が O/T 内に責任者を置いていれ
ば 、 Y ３が、本件業務の処理につき、原告らに対し、指揮命令していたといえ、その結果、
Y ２が、原告ら各人に対し指揮命令する必要はなかったところ、本件全証拠に照らしても、
Y ２が Y ３に対し責任者を置かないよう積極的に働きかけたと認めることはできない。さら
に、仮に、A が O/T 内に責任者を置いていれば、原告らによる本件業務の処理は、A によ
る請負又は業務受託と評価することができたと考えられたところ、本件全証拠に照らしても、
Y ２が A に対し責任者を置かないよう積極的に働きかけたと認めることはできない。」
　こうしたあらかじめ用意された結論に合わせて事実認定を作り上げて行くがのごとき地裁
の事実認定の仕方は、すでに上記 2 の（1）②で指摘したこと以上に姑息である。Y ２自身が
Y １との業務委託契約において再委託をしないという契約を交わしており、しかも Y １錦工
場に Y ３の管理監督者がいないことは Y ２の知るところでもある。だからこそ、「仮に」と
いう仮定を二度も示しながら Y １の工場 O/T 内に Y ３の責任者か A の責任者を置いておけ
ば違法派遣か、業務委託が成立していたと言いたいかのようであるが、実際には明らかに両
社の責任者はいなかったのであり、こうした言葉を弄することによって、さも実態を隠蔽で
きるかのような事実認定は厳に慎むべきである。第二の理由は、「Y ２と Y ３が、Y １が作
成した勤務カレンダーに基づき、どの班がどのシフトを担当するかを話し合って決めた後、
A の従業員らが、誰がどの班になるかを決めた。そうすると、どの班に誰を配置するかは、
Y ２が決めたものではなく、Y ２と Y ３がどの班がどのシフトを担当するかを話し合って決
めたことをもって、Y ２が原告ら個々人について勤務管理をしていたと評価することはでき
ない。」というものである。それは Y ２従業員と X ら A の従業員が混在しないように話し
合っただけで、いったん班が決まったあと、裁判所も認定したとおり班全体の管理者は Y ２
の S 主任であったのであり、その管理下に許された範囲で同じ A の従業員の中で誰がどの班
に属するかを決めたに過ぎない。
　（3）しかし、そもそも Y ２は自社で雇用する労働者についても Y １錦工場内 O/T で管理
監督者を擁して業務請負をしていた。同じ O/T で X らを勤務させていたのであるから、S 主
任がどちらの労働者についても指揮命令をしていたことは地裁も認定せざるを得なかったの
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という事実も地裁は認定しており、そうした事実からは、Y ２はそもそも X らを A の労働者
であると特別な別途な扱いをしているはずがないと考えるのが素直な事実認定といえよう。







　それは Y １が X らに指揮命令をしていないということを示す根拠に見られたが（争点 1）、
しかしながら、さすがに Y ２が X らに指揮命令をしていた事実までは地裁も否定することが
できなかった。そこでも示された Y ２と X らの間に指揮命令があっても黙示の労働契約の存
在を否定するための理由として、争点 1 と同じ手法が使われている。すなわち、もし仮に Y
３ないし A の責任者が錦工場にいたならば、Y ２が原告らを指揮命令することがなかったと
いう主張であり、Y ３および A が現場責任者を置かなかったことに Y ２にはなんら責任がな




　1. 第二に、熊本地裁は本件において Y １と Y ２の使用者責任を否定することに弄している
としか私には思われないが、そもそも地裁が本件に見られるこの Y １錦工場の特徴と Y ２の
役割を理解しているか否かについてはなはだ疑問である。














間の物流であるロジスティクスを Y １自らではなく、ロジスティクスを専業とする Y ２に委
ねることができている。











　構内運搬作業には、まず、30 分ごとに別紙「熊本錦工場内構内運搬作業」記載の A 地点の
1 階エレベータ前から、同 B 地点の「選別」工程の作業場まで台車を運搬するとともに、途
中、同 C 地点のトレイ保管棚にあるトレイを同 D 地点から補充する業務がある。なお、台車
に積まれている工事品に「N ロジ渡し」とのラベルが付いているものについては、錦工場か
ら搬出するため、O/T に運搬する。
　次に、1 日 4 回、錦工場から搬出する工事品が積まれている台車を同 E 地点から O/T に運
































　その他の作業には、1 日 1 回、不良製品を O/T まで運搬し、物流ネットワークのトラック





























だに入っている Y ２の責任者に管理を任せれば工場内 O/T で働く一人一人の労働者の使用
者が誰であるかを把握する必要もないし、その顔と名前も知る必要もない。
　しかし、本件では、自らの労働者と A の労働者を併せて具体的に指揮命令していた Y ２が








＊ 9　 萬井隆令『労働者派遣法論』289 頁以下で論じられる「指示」と「労働」は本稿で扱っている問題
にも示唆となる。
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ように、A と Y ３の関係は A の労働者を Y ３ではなく、Y １ないし Y ２の指揮命令を受け
て Y １ないし Y ２のために従事することを約してなされた契約関係である。したがって、労
働者派遣法 2 条 1 号の要件には該当しない。




手方のために従事する」という派遣法 2 条 1 号の定義する契約内容が存在していない。
　改めて本件の四者関係に沿って整理をすると、以下の通りになる。
① A と Y ３のあいだの契約関係
　そもそも、A は管理監督者を伴って自らの労働者を Y ３のところで業務を行っていないか
ら、実態として業務請負契約には当たらない。しかし、A と Y ３の間の契約を違法でも労働
者派遣があったというためには、A の「自らの労働者」を派遣先である Y ３の指揮命令下に
Y ３のために従事することが必要となるが、X らは Y １ないし Y ２の指揮命令のもとで労務
を提供していたのであるから、Y ３は A の労働者を Y ２に派遣したと解するならば二重派遣
といわなければならない。したがって、派遣法 2 条 1 号の労働者派遣の定義に該当しない労
働者を提供する関係は、職安法 4 条 7 項にいう「この法律において『労働者供給』とは、供
給契約に基づいて労働者を他人の指揮命令を受けて労働に従事させることをいい、労働者派
遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（略。以下「労働者派遣法」
という。）第 2 条第 1 号に規定する労働者派遣に該当するものを含まないものとする。」に該
当し、職安法 44 条で禁止されている。
　多重偽装請負に加担した事業者の責任の重大性に着目すれば、下記 A と X らの関係におい
て示したように、多重偽装請負における労働者供給契約の違法性は重大であり、私法的効力
の効力も公序良俗違反によって無効とされると判断せざるを得ない。したがって、A と Y ３
の間の契約は無効とならざるを得ない。
② Y ３と Y ２のあいだの契約関係
　Y ３と Y ２とのあいだの法的関係を業務委託契約として考えてみても、Y ３はみずからの
管理監督者の指揮命令の下で X らに労働させなければならないが、Y ３は A らを指揮命令す
る管理監督者を Y １の錦工場に置いていないから、業務受託の実態がない。Y ３と Y ２との
間の法的関係を偽装した派遣というためは、Y ３は自己の雇用する労働者を、当該雇用関係
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の下に、契約の相手方である他人（Y ２）の指揮命令を受けて、Y ２のために労働させてい
ることもないから、派遣法の定義に当て嵌まらない。したがって、Y ３と Y ２の間の業務委
託契約は労働者派遣と見做してもすでに A の労働者を Y ２に派遣していることになるから二
重派遣に該当し、違法な労働者供給契約とみなすしかない。それだけでなく、A と Y ３の間
の業務請負契約は無効であるから、X らを Y ２ないしは Y １の指揮命令の下に労務を提供さ
せる法的根拠もない。したがって、Y ３と Y ２の間の業務委託契約は無効となる。
③ Y ２と Y １のあいだの契約関係
　Y ２と Y １とのあいだにおいても、業務委託契約が結ばれている。しかし、Y ２が自己の
雇用する労働者を指揮監督して Y １の下で業務を行っている限りにおいて Y １とのあいだの
業務請負契約が有効であるとしても、Y ２が自己の雇用する労働者ではない X らに対して指
揮命令をし、X らが Y ２の指揮命令の下で従事するためには A と Y ３のあいだ、Y ３と Y
２のあいだの契約関係が有効でなけばならない。また、Y ２と Y １のあいだに違法であって
も労働者派遣契約が成立していたというためには、Y ２が自らの労働者を当該雇用関係の下
に、契約の相手方である他人（Y １）の指揮命令を受けて、Y １のために労働させていたと
いう実態が必要となる。しかし、X らと Y ２との間に派遣を前提とした労働契約が締結され
ていないから、違法派遣が労働者派遣であるというための要件は充たされてない。
④ A と X らのあいだの関係
　A は請負契約を締結した相手方である Y ３が、Y １錦工場に管理監督者を置かず、錦工場
で X らと同様働いていた自己の雇用する J を Y ３が理監督者として届け出たことも、自らの





















　①から③の多重偽装請負契約は違法であり、A と X とのあいだの労働契約も無効となるか
ら、X らが Y １ないし Y ２の下で労務の提供をしてきた根拠はこれらの法的関係によっては
説明が不可能ということになる。したがって、この関係を説明する法的な契約関係は一般法




＊ 10　 その場合、X らは法的には労働契約上の使用者が Y １と Y ２と競合することになるが、最終的に
は Y １との労働契約を選ぶか Y ２との労働契約を選ぶかは、X らの選択によると解すれば問題は
ない。
＊ 11　 西谷敏『労働法（第 3 版）』551 頁は、「労働者派遣とは、『自己の雇用する労働者』を派遣するこ
とである（派遣法 2 条 1 号）から、派遣先企業が、派遣された労働者をさらに別の企業に派遣す
る二重派遣（さらに多重派遣も）は、労働者派遣に該当しない。多重派遣は、実質的に中間搾取
の問題を生じさせ、使用者責任の所在を曖昧にするから、労基法 6 条違反であり、職安法 44 条で
禁止する労働者供給に該当する。」と述べるが、多重偽装請負と多重派遣は実態として何ら変わ
りがないから、私見と同旨であろう。
＊ 12　 菅野和夫『労働法（第 12 版）』387 頁では、多重派遣の例を［図表 6］で図示して説明している
が、基本的には Y １と請負契約を交わした下請業者である Y ２、さらに Y ２から孫請けした Y
３、そして Y ３からひ孫請けした A、そして A との間で労働契約を交わして Y １錦工場で働い
ていた本件事件と変わるところがない。同書で菅野は、「多重派遣は、労働者派遣法が適法化した
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第 2 章　NEC セミコンダクターズ事件福岡高裁判決＊13 を検証する
　本件控訴判決も控訴人である X らの主張は残念ながら退けられ、またしても X らは敗訴す
るという結果になった。福岡高裁判決の具体的な検討に入る前に、あらかじめ高裁が第 1 審
熊本判決と明らかに異なる判断をした 2 つの論点を示しておきたい。
　その第 1 点目は、熊本地裁と同様、本件多重偽装を違法であっても派遣であるから、A と
X らの労働契約は有効であり、それに沿ってパナソニック PDP 事件最高裁判決を示しながら
Y １ないし Y ２と X らとのあいだには黙示の労働契約の労働契約は成立していないという立
場をとった。しかし、そこで示された派遣法 2 条 1 号の解釈は、熊本地裁の示した判決の弱






第 1 項　「X らと A の間の労働契約の存在」についての福岡高裁判断
第 1 節　高裁の示した判断
　福岡高裁は、熊本地裁が示した「X らと A の間の労働契約の存在」についての判断部分を
全面的に書き改めた上で、以下のように判示した（下線は、本稿による）。
　「本件においては、A の行為は、自己の雇用する労働者である X らを、当該雇用関係の下
に、かつ、他人である Y ２のために労働に従事させたもので、Y ２に対して X らを雇用させ
ることを約してさせたものではないというべきである。
　すなわち、本件においては、A と Y ３との間で請負契約（略）が、Y ３と Y ２との間で業




る。しかし、Y ２に対し X らを雇用させることを約してされたものではないから、A が直接
被控訴人らを派遣した先である Y ３が、X らを直接指揮命令しておらず、Y ２が指揮命令し
＊ 13　 福岡高裁判決平成 25 年 10 月 28 日労働判例ジャーナル 22 号 12 頁
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検証：「多重偽装請負」問題の本質（遠藤）
ているからといって、上記違法な労働者派遣が職安法 4 条 6 項にいう労働者供給事業に当た
ると解することはできない。




特段の事情がない限り、そのことだけによっては派遣労働者である X らと派遣元である A と
の間の雇用契約が無効になることはないと解するべきである（最高裁平成 21 年 12 月 18 日第
二小法廷判決）。
　X らは、X らと A との間の雇用契約が無効となる特段の事情が存すると主張するので検討
する。
　判示の事実によれば、A は、X らの採用を自ら決定し、X らの勤務を管理しており、賃金
額と定めて X らに直接支払い、これを変更しており、解雇の人数や人選も自ら決めたのもの
であり、A と被控訴人らとの間には資本関係や人的関係はなく、A の取引先が Y ３に限定さ
れているとの事情も認められず、被控訴人らが賃金額の決定、支払に関与していたとは認め
られない。上記認定の事情によれば、X らと A との労働関係が無効となる特別の事情がある
とはいえない。」
第 2 節　福岡高裁の派遣法理解の誤謬とパナソニック PDP 最高裁判決の無理解
Ⅰ　労働者派遣法第 2条 1号の趣旨
























　1. これに対して、福岡高裁は派遣と出向の相違を示すべき上記 2 条 1 号後半部分を、「Y ２
に対し X らを雇用させることを約してされたものではないから、A が X らを派遣した先であ
る Y ３が、X らを直接指揮命令しておらず、Y ２が指揮命令しているからといって、上記違
法な労働者派遣が職安法 4 条 6 項にいう労働者供給事業に当たると解することはできない。」
と、労働者供給事業に当たらないという根拠として指し示している。すなわち、Y ３が労働
者供給事業に当たらないという根拠を、A が直接 X らを派遣した Y ３が X らを直接指揮命
令せず、X らの「使用」（指揮命令）を Y ２に委ねたとしても Y ２が X らを「雇用」するこ
とを約ししてなされていない、つまり Y ２は X と間での労働契約を締結することを約さない
限り労働者供給事業には当たらないと理屈づけている。
　その趣旨ははなはだ理解し難いが、出向との相違を明確にする条文を労働者供給事業では
ない理由として導くのは、まずもって派遣法 2 条 1 号の条文が示している意味の明らかな誤
謬である。さらに派遣では、労働契約は派遣元との労働者のあいだで締結されているもので、
A が Y ２と X とのあいだの「雇用」（労働契約）を約するということは、X と Y ２のあいだ
に新たな労働契約が締結されるということであり、違法派遣という前に X の Y ２に対する労
務の提供は Y ２との労働契約に基づくものになってしまうことになる。福岡高裁の論旨は、
Y ２が X らと労働契約を締結することを約していないから、Y ３は X らを Y ２に送り込ん
だ労働者供給事業ではないということであろうが、そのことは福岡高裁の主張とは反対に、
Y ２が雇用契約を締結せずに X らの労務の提供を受けていることは、Y ３が労働者供給事業





なる派遣法第 2 条 1 号の理解にある。
　比較のために、熊本地裁の解釈を再度引用しておく。
　 　「本件について検討するに、A の行為は、自己の雇用する労働者である原告らを、当該雇
用関係の下に、かつ、『他人』である Y ３の指揮命令を受けて、Y ３のために労働に従事
させ、Y ３に対し原告らを Y ３に雇用させることを約してするものを含まないものに当た
るというべきである。
　 　そして、このような労働者派遣も、それが労働者派遣である以上は、職安法 4 条 6 項に
いう労働者供給に該当する余地はないものというべきである。」
　それに対して、福岡高裁の解釈は、
　 　「本件においては、A の行為は、自己の雇用する労働者である X らを、当該雇用関係の




　熊本地裁が派遣契約の相手方である Y ３を他人と解釈したのは、派遣法第 2 条 1 号の解釈
としてはまちがいではない。しかしながら、本件を熊本地裁の解釈に沿って理解すると、Y
３は X らを指揮命令しておらず、X らは Y ３のために労働に従事していないことから、A と
Y ３の契約は違法であっても派遣であるという地裁が導きたい結論に当て嵌まらず、労働者
供給に当たるという重大な欠陥があった。
　福岡高裁はそうした熊本地裁の判旨のもつ欠陥を取り除くために、上記のように 2 条 1 号
を本件に当て嵌めるために、A と Y ３の派遣契約において、派遣先を契約の相手方ではない
Y ２とすることが派遣法 2 条 1 号の解釈として許されるという不可思議な解釈を試みること
となったのである。
　それを根拠づけるのが、「本件においては、A と Y ３との間で請負契約（略）が、Y ３と
Y ２との間で業務委託契約（略）がそれぞれ、Y １から業務委託を受けた Y ２の指揮命令下
で X らを本件業務に従事させたのであって、当初から Y ２の下に派遣することが予定されて
いたのであるから、労働者派遣が多重的にされているものである。」という判示事項である。
　すなわち、労働者派遣が多重になされている場面では、当初から A と Y ３の間でも A の
労働者の派遣先が Y ３ではなく Y ２の下に派遣されることが予定されていたということと、
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そうした派遣契約が 2 条 1 号の定義に反しないという、新たな派遣契約の定義の拡張が福岡




た多重偽装請負が当然に労働者供給事業に当たるかというと、その判断基準を前記 2 条 1 号
の条文の後半に求め、Y ２が「雇用させることを約して」いなければ、自らは A の労働者
を指揮命令せず、Y ２に違法な委託業務契約に基づいて労働力として引き渡す行為は違法で









がない限り、そのことだけによっては派遣労働者である X らと派遣元である A との間の雇用


























い限り」は（高裁の言葉を借りれば）派遣労働者である X らと派遣元である A との雇用関係
は無効と解すことがあるべき法理なのである。










　（1）「X らは､ A の行為は労働者供給事業に該当すると主張するが、労働者供給（職安法 4
条 6 号）とは、供給契約に基づいて労働者を他人の指揮命令を受けて労働に従事させること
をいい、労働者派遣法 2 条 1 号に規定する労働者派遣に該当するものを含まない。そして、
労働者は派遣とは､ 自己の雇用する労働者を、当該雇用関係の下に､ かつ、他人の指揮命令
を受けて､ 当該他人のために労働に従事させることをいい、当該他人に対し当該労働者を当
該他人に雇用させることを約してするものを含まない（労働者派遣法 2 条 1 号）」。
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　（2）「本件において、A は、自己が雇用する労働者である X らを、当該雇用関係の下に、
他人である Y ２の指揮命令を受けてその労働に従事させたが、A と Y ３との間で､ X らを Y
２に雇用させることを約していたとはいえないから、労働者派遣に当たると言うべきである。




　（3）「A は､ X らの採用を自ら決定し､ 賃金額を定めて X らに直接支払い、解雇の人数や
人選も自ら決めたものというべきであり、上記認定の事情からすれば、X らと A との労働契




　すでに上記第 1 項第 2 節で示された判断基準に沿った具体的な認定がなされており、「特別
の事情があるとはいえない」という結論ありきで導かれたものであり、判断基準の誤りに問
題があることはいうまでもない。さらに「多重な労働者派遣」という労働者派遣は派遣法 2









いうべきである。そして、仕様書が備え付けられている O/T が、Y ２が Y １から賃借して






　「X らが応募した求人はいずれも A 名義でなされていること、採用面接が A の事務所又は
K 社長の自宅で行われ、面接をしたのももっぱら K 社長であること（X １については、Y ３
の社員である F が立ち会っていると認められるが、同人がどのような立場で関与し、どのよ
うな発言をしたか不明であるから、採用面接において主体的な役割を果たしたとは認められ












　「X らが A から解雇されたのは、Y １、Y ２が本件業務を縮小させることを決め、そのた
め Y ３の A への請負契約における業務量が減ったことを理由とするものであるといえるが、
上記業務の縮小自体は景気の動向による受注減を理由とするものであって、被控訴人らが上
記の事柄以上に、X らの解雇に積極的な関与をしていたことを認めるに足りる証拠はない。」
2.  Y ２からの指揮命令についての高裁の判断について
　熊本地裁と同様、福岡高裁もY２のXらへの指揮命令はあったと認定している。とすれば、
A と X らの労働契約が有効という前提で、Y ２の X らへの影響力を指揮命令以外の要素を総
合的に検討するために、採用、賃金、解雇等についての影響があったかどうかについて事実
認定している。しかし、他方で、A は X らの労務についてまったく指揮命令をしていないの
であるから、指揮命令と他の要素の総合判断がどのようになされるべきかについては、一方
的な判断基準に沿ってなされるべきではない。
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Ⅲ　Y２とXらとのあいだの黙示の労働契約の成立について
　1.（1）「Y ２が X らに対し指揮命令していたものの（略）、本件業務の遂行に必要な限度で
の指揮命令にとどまり、これを超えて、X らに対し、雇用主として業務命令を発するなどし
ていたとは認められない。Y ２は、X らの採用にも賃金の支払にも関与していないこと（略）
からすれば、前記（略）のとおり、X らと A との間の労働契約が存在する中で、Y ２との間
で黙示の労働契約の成立を認めることはできない。」
　（2）「Y ２の従業員である K は、J が Y ３の責任者であったという認識を有していたと供




造物流関係者勤務表には X らのみならず Y ２の社員の名前も記載されていることからすれ
ば、Y ２が、出退勤の管理をするために電子データ以外に紙媒体の資料を別途作成する必要
があったとも考えにくい。よって、製造物流関係者勤務表は、業務負荷が軽減されたか否か





遜色はない。また Y ２の社員が X ら A の労働者を Y ３の労働者であると誤認することは X
らに Y ２の作業着や Y ２従業員としての印鑑をもたせたり、Y ３の作業着を着させた経緯も
あり、O/T の中で混在して働いていた事情があったからであるとも考えられる。
　黙示の労働契約の存在についての判断基準の問題は、すでに何度も触れているとおり A と
Y ３の契約関係が労働者供給に当たり A と X らの労働契約が無効であるという前提に立つ限
り、本件では X らが労務を提供した Y １ないし Y ２との間に何らかの法的な契約関係の存









本件業務従事者との間で、1 日に約 1 回、問題発生時に連絡がなされたりすることもあった。
X ２は、作業ミスをした際、事例分析会に参加したことがあった。しかし、Y １は、作成し
た仕様書を Y ２に交付していたものであり、X らに直接交付していたものではない。Y １の
本件業務従事者に対する周知及び教育についても、Y １が Y ２に対して行う説明会の際に、
Y ２が X 立ち会わせたものであり、Y １が X らに立ち会うよう求めたことを認めるに足り
る証拠はない。仕様書閲覧チェックシート（証拠略）の回覧先も「NECL」となっており、Y
２宛であって、Y １において、X ら宛に閲覽するよう配布したものとは認められない。Y １
から本件業務従事者に対し問題発生時に連絡がなされたことや、X １がミスをした際、Y １
が主催する事例分析会に参加したことは、ミスの原因を解明することにより、以後同種のミ




　すでに熊本地裁の事実認定について論じたように、Y １の X らに対する指揮命令は個別具
体的なものでなくても十分になしえる。したがって、Y１は上記のY２とXらの間の事情は、
そもそも関知していないはずである。それゆえ、必要に応じてなされた周知および教育その
他の具体的な指揮命令は、Y ２に O/T を貸与し一括して委託業務して労働者を指揮命令して
いた Y １にとっては、Y ２が自らの労働者と A の労働者である X らを併せて作業につかせ
ていたことを認知していたという証拠は裁判資料の中に挙げられていなかったが、それは上
記の事情からすれば当然のことに過ぎない。敢えて繰り返せば、Y １の X らへの指揮命令が
個別具体的でないとしても、システム化された工場内の生産工程の中では仕様書は十分に労
働者に対する指揮命令機能を持っていることは間違いなく、Y １も Y ２と重畳的に X らに対
する使用者とみなすことは可能であり、高裁の判断は説得力を有していない。
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＊ 16　 最高裁第一小法廷決定平成 26 年 5 月 19 日判例集未登載
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検証：「多重偽装請負」問題の本質（遠藤）
第 5 章   多重偽装請負における労働契約の無効の根拠と黙示の労働契約の存在について
　多重偽装請負事件におけるいわゆる派遣元と派遣労働者のあいだに結ばれる労働契約は、
本件事件においては五者間関係の中の起点として存在し、派遣元とのあいだで労働契約を結
んだ原告らは A と Y ３、Y ３と Y ２、そして Y ２と Y １の間で重ねられた請負契約、業務
委託契約の末に最後に現れる Y １の錦工場で勤務をしたのである。その間、Y １から支払わ
れた業務委託料は Y ２、Y ３、A によって中間搾取として分配されて、最後に A から給与
として受け取ることになった。
　私たちにとっては奇異に思えるこうした多重請負は、IT 業界では決して珍しいことではな

















は当初、Y ２の従業員に支給される Y ２の作業服と Y ２社員名義の印章を渡されて働いてい
た＊19。
＊ 17　 細 川 義 洋「『 訴 え て や る！』 の 前 に 読 む IT 訴 訟 」（ 連 載 ）（https://www.itmedia.co.jp/
author/208969/）
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＊ 19　 筆者は、「一緒に働いていた Y ２の労働者でさえ、原告らが Y ２の社員ではないことを知らず、
























たという私の悔いは、この事件の 3 人の原告、なかでも本稿では X ３と呼ぶことがあった S
君に対してである。S 君は若いというだけでなく、この事件にもっとも熱心にそして生真面
目に最後まで取り組んでいた。そして自らの裁判の敗訴後も挫けることなく労働問題を学ん
でいる彼の姿を、私は忘れることはないだろう。愛する夫人と幼子たちを残して無念に幽明
境を異にすることになった S 君の冥福を心から悼むとともに残されたご家族が彼の遺志を大
事にされることを願って、本稿を S 君に献じたい。
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